
２０１８年４月２３日(月）　ＨＰ公開以降の更新履歴

4/23 公募要領 Ｐ１１３
２章－２．　　－２　選択要件の要件及び補助対象設備等一覧
　
　　　　　　　　　　　　選択要件❷ 給湯設備　燃料電池（エネファーム等）

4/23 公募要領 Ｐ１１７
２章－２．　　－５　ＨＥＭＳの要件　（選択要件で「❷高度エネルギーマネジメント」を選択の事業）

　　　　　　　　　　　 ⑤相互接続性における制御の要件　２）　燃料電池システム（エネファーム等）

5/30 公募要領 Ｐ４５
２章－１．　　－５ （６） 取得財産の管理

　　　　　　　　　　　　＜財産処分について＞

5/30 公募要領 P８２
２章－２．　　－４ （６） 取得財産の管理

　　　　　　　　　　　　＜財産処分について＞

5/30 公募要領 P１２９
３章－１．　　－５ （６） 取得財産の管理

　　　　　　　　　　　　＜財産処分について＞

5/30 公募要領 P１７１
３章－２．　　－５ （６） 取得財産の管理

　　　　　　　　　　　　＜財産処分について＞

更新
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更新
ページ

項目

・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。
・ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定Release　Ｄ以降に準拠していること。
・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ AIF認証を取得している（別体のＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅプロトコル対応アダプターを併せての認証取得も
　可）」もしくは、「ECHONET Lite AIF認証で相互確認を必須化されているプロパティについて、ＨＥＭＳコントローラ
　から通信制御可能であることを機器メーカー等により自己確認がなされていること」

Ｒｅｌｅａｓｅ　D　以降※

設置
ファイル名 変更前

更新内容

変更後

・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格の認証登録番号を取得していること。
・ＡＰＰＥＮＤＩＸ ＥＣＨＯＮＥＴ機器オブジェクト詳細規定Release　C以降に準拠していること。
・「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ AIF認証を取得している（別体のＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅプロトコル対応アダプターを併せての認証取得も
　可）」もしくは、「ECHONET Lite AIF認証で相互確認を必須化されているプロパティについて、ＨＥＭＳコントローラ
　から通信制御可能であることを機器メーカー等により自己確認がなされていること」

Ｒｅｌｅａｓｅ　Ｃ　以降※

・減価償却方法は 「定率法」を採用する。 ・減価償却方法は、原則 「定額法」を採用する。

・減価償却方法は「定率法」を採用する。 ・減価償却方法は「定額法」を採用する。

・減価償却方法は「定率法」を採用する。 ・減価償却方法は「定額法」を採用する。

・減価償却方法は「定率法」を採用する。 ・減価償却方法は「定額法」を採用する。
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